平成24年度第1回広島市男女共同参画審議会会議録

１　開催日時

　　平成24年9月27日（木）　午後3時～午後4時45分

２　開催場所

　　広島市役所14階第7会議室

３　出席者

　（1）　委員（50音順）（19名中13名出席）

　　　　篠原会長、井上委員、尾崎委員、北委員、午来委員、佐藤委員、武市委員、龍山委員、

橋本委員、中村委員、信政委員、平谷委員、尹委員

　（２）　関係課（広島市）

　　　　　人事課長、給与課長、市民活動推進課長、市民活動推進課まちづくり支援担当課長、

市民安全推進課長、人権啓発課長、介護保険課長、障害福祉課長、保健医療課保健指導担当課長、保育企画課長、保育指導課長、こども・家庭支援課長、経済企画・雇用推進課長、農政課長、

教職員課長

　（３）　事務局（広島市）

　　　　　人権啓発部長、男女共同参画課長
４　公開・非公開の別

　　公開

５　傍聴者

　　１名

６　会議次第

　（1）開会
　（2）議事

　　　・第2次広島市男女共同参画基本計画の平成23年度の推進状況について

　（3）その他

　（4）閉会

７　資料

　≪（2）議事関係≫

　　　資料１：第2次広島市男女共同参画基本計画の推進状況（平成23年度年次報告）

　　　資料２：第2次広島市男女共同参画基本計画の施策の目標（指標）の変更について

　≪（3）その他≫

　　　資料３：広島市男女共同参画推進センター（ゆいぽーと）の利用状況について

８　会議要旨

【事務局】

会議に先立ちまして、事務局から委員の皆様に報告させていただきます。本日は、１２名の委員にご出席をいただいております。尾崎委員は30分程度遅れられると連絡をいただいております。トータル１３名の委員に出席いただく予定で、委員数１９名の過半数１０名に達しておりますので、審議会は成立しております。
また、ご紹介が遅くなりましたが、４月１日付けの国の人事異動に伴い、広島労働局雇用均等室長の橋本和隆様に新たに本審議会の委員にご就任いただいておりますので、ご報告いたします。　　

審議に入ります前に、資料の確認をさせていただきます。お手元に、次第・配席表・資料１から３まであるかと思います。その下には男女共同参画推進センター（ゆいぽーと）のパンフレットやチラシをセットさせていただいております。資料の確認をお願いします。過不足等ありましたら挙手をお願いします。
それでは、篠原会長、会議の進行をよろしくお願いします。
【篠原会長】
ただいまから、本年度第１回広島市男女共同参画審議会を開会します。よろしくお願いします。
今日はお手元の次第にありますように、3時から4時半までと1時間半です。通常は2時間なのですが1時間半くらいで終わるのではないかという時間取りでございます。議事として、「第２次広島市男女共同参画基本計画の平成２３年度の推進状況について」の報告と、それにかかわる委員の方々からの質疑、それに対しての応答、本日は後方になりますけど、それぞれの課長クラスの方が同席しておりますので直接いろいろなご質問を担当課の方にできると思います。他に資料の３として、４月からスタートした広島市男女共同参画推進センター（ゆいぽーと）の半年たった時点での利用状況について、信政委員がセンター長でもありますので、信政委員の方からお話いただきたい。また、事務局からの連絡事項として、前回の審議会の中で話題になりました副読本や啓発用の配布資料などの刊行物についてご報告があると聞いております。
審議に入る前に牛来委員が、この度、日本政策投資銀行が主催する「女性新ビジネスプランコンペティション」の女性起業優秀賞を受賞されました。優秀賞ですから最優秀賞というのがあって２番目かなという感じなのですが、この賞の受賞を含めまして少し午来委員から報告お願いします。
【午来委員】

皆様このたびは本当にありがとうございます。今、ご紹介いただきましたように日本政策投資銀行が、第１回の女性企業家を支援するコンペティションを開催しました。最優秀は１社、静岡の会社が受賞されたんですが、その２番目ということで女性起業優秀賞というのをいただくことができました。普段からこちらに座っていらっしゃる皆様にはご支援いただいているおかげだと思っております。全国から１，０００件近い応募の中から実際に資料を申請をしたのが６５０件程度とその中から最後の１０人のファイナリストとに選ばれてということでございます。ありがとうございます。
【篠原会長】

誠におめでとうございます。

広島市、広島県からこういう優秀賞に選ばれて本当に誇りに思います。同時に励みになると思いますので、ぜひ皆様もご覧になってください。
それでは議事に入ります。男女共同参画課長から第2次広島市男女共同参画基本計画の推進状況の説明をお願いします。

【男女共同参画課長】

男女共同参画課長の福島でございます。第２次広島市男女共同参画基本計画平成２３年度の推進状況につきまして、資料１を基に、座らせて説明させていただきます。

１ページをお開きください。

平成23年3月に策定した第２次広島市男女共同参画基本計画には10の基本目標ごとに、43の施策の目標・指標を掲げております。内、22の指標が第1次基本計画からの継続、21の指標が新規の目標設定です。第2次基本計画の計画期間が平成32年度までということから、大半の指標の最終目標数値を平成33年に置いており、基本計画策定時の数字と最終目標数値との差を各年度ごとに割り振った数字を各年度ごとの理論目標値としております。

平成23年度の実績につきましては晴れマーク、平成23年度理論目標値に対する平成23年度実績の達成率が100％以上のものが16指標で率にして37.2％、続いて曇りマーク、同じく達成率が80％以上100％未満のものが18指標で41.9％、雨マークは達成率が80％未満のものが7指標で16.3％、評価を行っていないものが2指標でございました。

表の中に記入しておりませんが、晴れマークにはならなかったものの、目標には達しなかったものの、第2次基本計画策定時に比べ改善したものが15指標あり、晴れマークの16指標と併せ、31指標　75.6％が改善しております。

２ページに移ります。

ここからは、基本目標ごとに、個々の指標の説明をさせていただきます。

基本目標の1番目「政策・方針の立案及び決定への女性の参画の拡大」については、３つの指標を掲げております。

まず、（１）「審議会における委員数の割合が男女いずれも40％以上の審議会を増やす」については、審議会の委員の選任を行うごとに、各所管課と事前協議を延べ101回行い、特に女性委員の占める割合が目標値に達していない審議会に対しては、選任分野の見直しや関係団体への女性委員の推薦を強く依頼してもらうなど、積極的な改善措置を行うよう指導を行いました。

しかしながら、女性の登用が進んでいない分野があること、充て職による人選の制約があることなどにより、委員数の割合が男女いずれも40％以上の審議会等の割合は37.2％と、目標を達成することはできませんでした。

今後も、所管課との事前協議を徹底し、所管課に対し、委員の選任分野の拡大、充て職の見直しなどを指導するとともに、所管課を通じて、委員選出母体となる団体に対して、役員への女性の登用について働きかけを行い、女性委員の選任推進に努めてまいります。

続いて、（２）「行政委員会における女性委員の割合を増やす」については、平成23年度は、教育委員会委員について、男性委員の任期満了に際し、女性委員の選任を行うなど、従前から、候補者の人選については、できるだけ女性委員が選任されるよう留意しており、その結果、女性委員の割合は36.4％と、目標を達成することができました。

続いて、（３）「市の管理職（課長級以上）における女性の割合を増やす」については、課長補佐級・係長級の女性役付職員の数を増やし、積極的な人材登用を行うとともに、自治大学校等の研修機関への女性職員の派遣や女性職員のスキルアップを支援する講座の開催などの人材育成や意識啓発に努めた結果、市の管理職（課長級以上）における女性の割合は10.8％と、目標を達成することができました。

３ページに移ります。

基本目標の２番目「男女の人権を尊重する市民意識の醸成」については３つの指標を掲げております。

まず、（１）「全ての人の人権を大切にし、それを日常生活の中で態度や行動に表している市民の割合を増やす」については、人権フェスティバルなどのイベントの開催や人権啓発資料の作成・配布、企業への人権啓発指導員の派遣など、市民一人一人の人権尊重への理解の促進、人権意識の向上に取り組んでまいりましたが、全ての人の人権を大切にし、それを日常生活の中で態度や行動に表している市民の割合は75.7％と、目標を達成することはできませんでした。

まだ、市民一人一人が人権問題を自らの課題としてとらえ、生活の中での実践に結び付くまでには至っていないと思われ、今後も、国、県等関係機関と連携・協力し、引き続き、人権意識の啓発に取り組むとともに、市民の態度や行動を変えるための効果的な啓発の手法や内容について、検討してまいります。

４ページに移ります。

続いて、（２）「男女の地位について「平等になっている」と感じている男女それぞれの割合を増やす」と「固定的な性別役割分担意識を持たない男女それぞれの割合を増やす」については、小・中学校において男女平等に関する副読本を活用したほか、地域で活動する男女共同参画推進員を養成し、推進員は公民館などで２００回以上の講座を開催しました。

また、男女共同参画標語の募集を行い、さらに、男女共同参画情報誌「でゅえっとHIROSHIMA」を市内公共施設や銀行などに配布するとともに、男性の家事・育児等への参画を促す啓発・情報冊子を母子健康手帳交付時に配布しました。

しかしながら、男女の地位が平等になっていると感じている人の割合は、女性が8.3％、男性が13.8％、また、性別によって役割を固定する考え方を持たない人の割合についても、女性は63.0％、男性は53.5％と、いずれも目標を達成することはできませんでした。

性別に基づく固定的な役割分担意識や男女の地位の不平等感は、依然として、根強く残っており、男性も女性も個性と能力に応じてあらゆる分野で活躍できる社会の実現に向け、教育・学習機会の充実や、市民や企業と連携しながら仕事と生活の調和の取組の促進など、あらゆる機会を通じて粘り強く行ってまいります。

５ページをお開きください。

基本目標の３番目「男性、子どもにとっての男女共同参画の推進」については３つの指標を掲げております。

まず、（１）「男性が家事・子育て・介護に関わる時間を増やす(年齢を問わず結婚している男性の平日1日当たりの家事・子育て･介護に関わる時間)」については、男性の意識改革を推進するため、男女共同参画推進員による講座、事業所の研修会への専門の講師の派遣、女性の能力発揮や仕事と家庭の両立支援、男性の家事等への参画支援などに積極的に取り組んでいる民間事業所の表彰をはじめ、男性が家事や子育て等に参画する上で参考となる冊子を作成し、母子健康手帳交付時に配布しましたが、男性の１日の家事時間は44分と改善したものの、目標を達成することはできませんでした。

引き続き、前述の施策を展開するとともに、平成24年度は男性の家庭生活・地域活動等への参画支援として「カジダン・イクメン養成講座」と「プラチナ世代向けセミナーの開催・ガイドブックの出版」を市民活動団体に委託して実施しており、職場における仕事と生活の調和や仕事と子育て等を両立できる雇用環境づくりや、男性の意識改革を推進してまいります。

６ページに移ります。

続いて、（２）「教員の管理職（市立小・中・高等学校の校長・教頭）における女性の割合を増やす」については、校長会や管理職昇任選考説明会において、女性教員の各種研修会への参加や管理職昇任選考の受験率向上を図るよう指導しました。

また、管理職選考の制度についての教員向けの説明書を作成・配布、自己推薦制度を導入による受験機会の均等化、さらには、長期研修の派遣者を選考する際、有能な女性教員をその候補者として吟味するよう、関係課に情報提供などを行いました。

平成23年6月1日付で、高等学校において初めて女性の教頭が就任したものの、管理職の割合では、校長は18.4％、教頭は20.0％と、いずれも目標を達成することはできませんでした。

管理職の長時間勤務など勤務実態が厳しく、仕事と家庭を両立の点から、女性職員が管理職に昇任しようとする意欲を持ちにくい状況にあることから、今後も、ＩＣＴの活用や各種調査の精選を一層進め、管理職の校務の軽減を図るとともに、主幹教諭職の設置による登用の場の拡大、校務運営や教育活動の推進役を育成する研修への女性教員の参加の働きかけ、校長会などでの女性教員の人材育成に向けた指導などに努めてまいります。

基本目標の４番目　「働く場における男女共同参画の推進」については、５つの指標を掲げております。

　

　７ページをお開きください。
まず、（１）「民間事業所における女性管理職の割合を増やす」と「男女共同参画に積極的に取り組む民間事業所の数（広島市男女共同参画推進事業所の表彰事業所数）を増やす」です。

男性の意識改革や職場における仕事と生活の調和に向けた環境づくりを推進するため、事業所の研修会への専門の講師の派遣、また、女性の能力発揮や仕事と家庭の両立支援等に積極的に取り組んでいる民間事業所の表彰と、広報紙等を通じての紹介などを行い、この結果、平成23年度における広島県の「職場環境実態調査」で、県内の民間事業所の女性管理職の割合は11.2％と、目標を達成することができました。

一方、男女共同参画推進事業所表彰については、平成23年度は3事業所を表彰し、表彰事業所の累計は19事業所となったものの、目標を達成することはできませんでした。

今後も、民間事業所における女性の登用の拡大や仕事と子育て等の両立の推進について広報・啓発に努めるとともに、中小企業に対する低利融資や指定管理者候補の選定及び総合評価方式による競争入札における加点表彰などのメリットの紹介などにより、民間事業所における取組を促進してまいります。

なお、平成24年度の男女共同参画推進事業所表彰については、募集パンフレットの事業所への直接送付など周知方法の改善を図ったところ、これまでで最多の13事業所から応募があり、このうち11事業所を表彰したところでございます。

続いて（２）「市内の女性求職者の就職率を高める（ハローワークにおける女性の新規求職者のうち就職した人の割合）」については、ハローワークをはじめとして女性の就業促進に向けた取組が一定の効果を上げ、市内ハローワーク(広島・広島東)における女性の新規求職者のうち就職した人の割合は25.9％と、目標数値を達成することができました。

続いて（３）「｢家族経営協定｣締結農家数を増やす」「女性農業士（優れた女性農業者を「女性農業士」として認定し指導者として育成）の数を増やす」です。

家族経営協定については、広島市農業経営改善支援センターが農家への普及・啓発を行い、協定締結農家数は、平成23年3月、4戸が協定を締結し、累計38戸となり目標を達成することができました。

また、地域リーダーである女性農業士については、消費者ニーズに基づく商品づくりや販売方法などの幅広い研修を実施し、平成22年度認定の3人を加えて累計24人となり、目標を達成することができました。

なお、家族経営協定・女性農業士ともに2年に1度の締結・認定になるため、いずれも平成23年度は平成22年度と同数となっています。

８ページに移ります。

基本目標の５番目「地域における男女共同参画の推進」については、４つの指標を掲げております。

なお、「男女共同参画拠点施設利用者の満足度を高める」については、広島市男女共同参画推進センター、愛称はゆいぽーとですが、オープンが平成24年4月1日のため、今回は評価を行っておりません。

まず、（１）「市からの補助金交付団体における女性役員の割合を増やす」については、年度当初に行う各地域団体への補助金交付決定通知書の送付時に、現状調査票と男女共同参画に関する啓発チラシを同封し、また、年度末には補助事業等実績報告書の提出に併せて調査票を提出するよう徹底するなど、政策・方針決定過程への女性の参画拡大について啓発に努めたところ、女性役員の割合は35.6％と、目標を達成することができました。

９ページをお開きください。

続いて、（２）「自分の住んでいる地域のコミュニティ活動に参加する市民の割合を増やす」については、市民が地域でコミュニティ活動を行いやすい環境づくりを目指し、地域のホームページ開設システムの「こむねっとひろしま」の無償提供・運用支援、市が保険料を負担する市民活動保険の実施、地域活動の場の確保として集会所の整備などを行いましたが、自分の住んでいる地域のコミュニティ活動に参加する市民の割合は47.0％と、目標を達成することはできませんでした。

少子高齢化や核家族化の進行、価値観の多様化などにより住民相互の繋がりが希薄になる中、地域活動への関心が低下しており、コミュニティ活動を活性化するには、地域活動の母体である町内会・自治会の活動により多くの市民が参加するなど、地域を盛り上げていくことが重要であり、今後も現行の取組のほか、町内会・自治会の加入促進にも積極的に取り組むなど、活力あるコミュニティづくりに努めてまいります。

続いて、（３）「まちづくり活動を行うボランティアやＮＰＯ等の団体数を増やす」については、「自分たちのまちは、自分たちでつくり、守る」という市民主体のまちづくりの意識が社会的に高まりをみせている中、まちづくり市民交流プラザを中心に他の施設や団体と協力しながら、人材育成や融資制度、情報提供など多方面からの市民活動の支援の充実を図った結果、まちづくり活動を行うボランティアやＮＰＯなどの団体数は、1,111団体となり、目標を達成することができました。

10ページに移ります。

基本目標の６番目「ワーク・ライフ・バランスの推進」については、８つの指標を掲げております。

なお、「セミナー参加者のワーク・ライフ・バランスについての理解度を高める」については、平成23年度は、セミナーを開催していないため、評価は行っておりません。

まず、（１）「「ワーク・ライフ・バランス」という言葉を知っている人の割合を増やす」については、男女共同参画推進事業所の表彰、男女共同参画情報誌の発行、事業所向け男女共同参画支援講座の実施など、市民向け、業者向けに仕事と生活の調和の浸透に向けた取組を継続しており、ワーク・ライフ・バランスという言葉を知っている人の割合は52.2％と、目標を達成することができました。
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続いて、（２）「保育園入園待機児童の解消を図る」については、平成23年度中に保育園の新設や増築整備、私立幼稚園の認定こども園化などの保育園整備により1,005人、既設保育園の定員変更により48人、合わせて1,053人の定員増を行いましたが、待機児童数は、昨年度に比べ125人増加し335人となり、目標を達成することはできませんでした。

長引く不況の影響などにより就労を希望する保護者が増加し、特に３歳未満児の受入枠の拡大が課題となっており、こうした傾向は、今後も継続するものと考えられることから、引き続き、保育園入園待機児童の解消を子育て支援の最重要課題として位置づけ、保育計画に基づいた保育園整備による受入枠の拡大だけでなく、他の施策も取り入れた複合的な取組を推進してまいります。

続いて、（３）「保育サービスを利用している保護者の満足度を高める」については、平成23年度中に延長保育と一時預かりの実施園を８園づつ増やすとともに、病児・病後児保育については1施設で新たに実施するなど、保育サービスの充実を図り、昨年度より数値は改善したものの、保育サービスを利用している保護者の満足度は83.9％と、目標を達成することはできませんでした。

今後、延長保育や休日保育、病児・病後児保育等多様な保育サービスの充実に取り組むとともに、これらの保育サービスについて、保護者への周知を図ってまいります。

続いて、（４）「市の男性職員の育児休業取得率を上げる」については、育児休業手当金、昇給、一時金の取扱、配偶者が育児休業の職員や配偶者が専業主婦（夫）の職員も育児休業が取得可能となった平成22年度の制度改正などを紹介したリーフレットを庁内ＬＡＮに掲示するとともに、全所属長を対象とした育児休業・子育て支援の研修などを実施し、特に、新任課長級研修において、制度の詳細な説明を行いました。また、３歳未満の子どもがいる職員が所属長と面談し、職場の業務分担の見直しや計画的に休暇・休業等を取得する取組である育児支援制度利用プランの作成や所属長との面談を徹底するよう働きかけを行いました。さらに、子どもの生まれた男性職員とその所属長に対して、電子メールにより育児休業の取得検討を呼びかけました。

このような取組により、平成23年度の本市の男性職員の育児休業取得率は3.7％と、平成22年度の約4倍と大きく改善し、取得率は着実に向上していますが、目標の10％以上を達成することはできませんでした。

職員アンケートによると、休業期間中経済的に厳しくなることや他の職員の迷惑になると思ったこと、育児休業を取得できる雰囲気が職場になかったことなどが主な理由として挙げられており、育児休業を取得しやすい職場の雰囲気の醸成、職員の理解と所属長による支援に向け、今後も育児休業・子育て支援に関する全所属長研修や「職員の子育て支援ハンドブック」を活用した全職員対象の研修を実施し、また、引き続き、庁内ＬＡＮに育児休業リーフレットや子育て関係の休暇制度の紹介記事を毎月掲載するなど、男性職員が育児休業を取得しやすい職場環境づくりに努めてまいります。
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（５）「民間事業所の男性の育児休業取得率を上げる」については、男女共同参画推進員による講座や事業所の研修会などへの専門の講師の派遣、また、女性の能力発揮や仕事と家庭の両立支援などに取り組んでいる事業所の表彰など、事業所に対する働きかけを行いました。

さらに、男性が家事や子育て等に参画する上で参考となる冊子を作成し、母子健康手帳交付時に配布するとともに、職場研修や企業研修における教材として活用し、この結果、平成23年度における広島県の「職場環境実態調査」で、県内の民間事業所の男性の育児休業取得率は4.6％と、目標を達成することができました。

続いて、（６）「ワーク･ライフ･バランスに取り組む市内の民間事業所の数（仕事と家庭の両立支援企業登録制度への登録事業所数）を増やす」については、前述の（５）説明いたしました各種の事業を通じて、仕事と生活の調和に取り組む民間事業所の増加を図りました。

広島県の「仕事と家庭の両立支援企業登録制度」への新規登録事業所は55件あったものの、登録期間の更新を行わなかった事業所が同数程度あったことから、175事業所と、目標を達成するまでには至りませんでした。

こうした背景には、仕事と生活の調和の意義についての理解は進んできているものの、具体的な取組に結び付いていない事業所が相当数あるものと考えられ、今後も、様々な学習機会や情報の提供、啓発などを通じて、仕事と生活の調和に取り組む企業の増加を図ってまいります。

13ページをお開きください。

基本目標の7番目「様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備」については、７つの指標を掲げております。

まず、（１）「高齢者のうち、要支援・要介護状態になる人の割合を抑える」については、運動器の機能の低下や閉じこもりなどにより介護が必要となる可能性が高い高齢者を対象として、転倒予防や口腔ケアなどの介護予防事業を実施するとともに、元気な高齢者を対象として、介護予防に関する健康教室を実施し、また、介護予防事業のパンフレットを地域包括支援センターで活用するとともに、低栄養予防事業をモデル的に公民館で実施しました。

しかしながら、全国的な傾向と同様、本市の認定率についても大幅に上昇しており、高齢者のうち、要支援・要介護状態になる人の割合は19.3％と、目標を達成することはできませんでした。

今後も、介護が必要な状態となる可能性が高い高齢者の把握に努めるとともに、介護予防教室の増加を図るなど、高齢者が要支援・要介護状態にならないよう、その予防に努めてまいります。

続いて、（２）「介護サービスの質に満足している人の割合を増やす」については、介護支援専門員や介護サービス事業者に対する研修を実施し、ケアマネジメントや介護サービスの質の向上に取り組み、また、居宅介護支援事業所等へのケアプラン点検・指導やサービス事業所への実地指導などを行い、介護サービスの質に満足している人の割合は86.4％と、目標を達成することができました。

14ページにお移りください。

続いて、（３）「施設を退所し地域で生活する障害者の数を増やす」については、障害者が安心して暮らせる環境を整備することが、施設を退所して住み慣れた地域で生活する障害者の数を増やすことにつながることから、共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）の開設支援をはじめ地域生活を支援するサービスの充実に取り組みました

この指標は、平成17年10月の施設の入所者（986人）を母数として目標を設定しており、現在は退所がより困難な重度の障害者が施設に入所している状況があるため、地域生活へ移行する障害者の数が年々減少傾向になっており、117人と目標を達成することはできませんでした。

引き続き、ニーズを踏まえながら、居住の場の確保など、障害者の自立した地域生活を支援するサービスの充実に力を入れ、地域生活へ移行する障害者の減少傾向を抑制してまいります。

続いて、（４）「広島が暮らしやすいと感じている外国人市民の割合を増やす」については、広島市外国人市民施策懇談会において、外国人市民の代表から意見を聴取し、各区の防災訓練への外国人市民の参加呼びかけ、多言語でのチラシ・会場案内等の表示など、防災面での施策に反映させるとともに、日常生活に必要な行政サービスや生活関連の情報をまとめ、英語、韓国・朝鮮語など６か国語に翻訳した生活ガイドブックを作成し、区役所や外国人コミュニティ団体、大学などへ配布しました。

さらに、平成21年5月に広島国際会議場に設置した「外国人市民の生活相談コーナー」で相談を受けたり、行政機関や医療機関の窓口へ同行して通訳を行い、この結果、広島が暮らしやすいと感じている外国人市民の割合は93.5％と、目標を達成することができました。
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続いて（６）「「在住外国人と共生しよう」と考える市民の割合を増やす」については、人権啓発フェスティバルや区民まつりでのパネル展示、市民向けや企業向けの人権啓発資料への多文化共生記事の掲載など、市民の意識啓発に取り組み、また、公民館などで活動する日本語ボランティアの支援に向けたボランティア養成・スキルアップ講座の開催や日本語教室のネットワークづくりに取り組むとともに、公民館などと連携を図りながら外国人市民に地域コミュニティ活動への参加促進に努めましたが、「在住外国人と共生しよう」と考える市民の割合は80.9％と、目標を達成することはできませんでした。

日本人市民と外国人市民との日常的なコミュニケーションの少なさから来るお互いの理解不足が大きな要因と思われることから、引き続き、外国人市民が地域社会の一員として住民との人間関係をより深め、積極的に社会参加できるような環境づくりと市民の多文化共生意識の高揚を図ってまいります。

続いて、（６）「経済的に自立している母子家庭の割合を増やす」については、母子家庭等就業支援センターでパソコンや簿記、ヘルパーなどの就業支援講習会、就業相談や求人状況に関する情報提供、求人開拓などを行うとともに、相談においては日曜日の開設や各講習会での託児など、体制の充実・強化を図り、また、個々のニーズに応じた母子自立支援プログラムの策定や各区での巡回就業相談を開催するなど総合的な就業支援を行いました。

さらに、母子家庭自立支援給付金事業として、看護師、介護福祉士、保育士などの資格取得のための費用について、支給期間を全修業期間に拡大するとともに、支給額を増額しています。

しかしながら、母子家庭の母の就業環境は依然として厳しく、児童扶養手当の受給者数は年々増加しており、児童扶養手当を受けていない母子家庭の割合は32.4％と、目標を達成することはできませんでした。

厳しい雇用環境の中、新たな就業が困難であったり、子育てと両立のための労働時間の制約によるパートタイム労働への従事割合が高いこと、また、実務経験や資格・技能の不足などが要因として考えられることから、今後も、就業支援事業や母子家庭自立支援給付金事業の利用促進を図るとともに、日常生活支援事業等生活面での支援策の利用促進に努めてまいります。
　ここで、資料２の説明をさせていただきます。

　資料２、第２次広島市男女共同参画基本計画の施策の目標（指標）の変更についてでございます。
基本目標7　様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備の中で、「経済的に自立している母子家庭の割合を増やす」目標の指標は、「児童扶養手当を受けていない母子家庭の割合」としておりましたが、「高等技能訓練促進費受給者及び母子家庭等就業支援センター登録者の就業者数」に変更いたします。
これは、昨年9月の当審議会でも意見が出されましたが、現在の指標は、収入が少ないにも関わらず、親と同居しているために児童扶養手当を受給できない人まで経済的に自立していると整理されるなど、実態を的確にあらわせない面があるということで、広島市子ども施策総合計画において、指標としては経済的な支援を要する母子家庭の母に対して行う就職に有利となる資格・技能の習得の促進等の就業支援の方が適切であるとし、指標の変更がなされましたので、男女共同参画基本計画においても、これを準用し、指標の変更を行うものでございます。
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続いて、（７）「市内の若年求職者の就職率を高める（ハローワークにおける34才以下の新規求職者のうち就職した人の割合）」については、失業中の若者に就業体験の機会を提供し、知識や技術の習得を図ることにより、正規雇用に繋げていく若者の就業体験事業を実施するとともに、フリーターなどの若者の自立・就労を支援するため、通所型研修（ひろしま若者チャレンジセミナー）や相談事業を実施しました。

こうした取組により、業務上必要な知識や技能等の基礎的能力の向上や仕事観の醸成を図ることができ、ハローワーク広島、ハローワーク広島東の有効求人倍率が前年度に比べ上昇したことも相まって26.4％と、目標を達成することができました。

基本目標の8番目、「女性に対するあらゆる暴力の根絶と被害者への支援」については、４つの指標を掲げております。

まず、（１）「市内で発生する犯罪を減らす」については、「第2次広島市安全なまちづくりの推進に関する基本計画」に基づく「行動計画」により、市民・事業者・行政が連携・協働し、意識啓発や防犯活動への支援、環境整備を推進し、また、市内中学校で犯罪被害等防止教室を実施し、子どもの防犯力を育成と規範意識を育むことにより犯罪抑止を図りました。

こうした取組の結果、市民及び事業者の関心や意識が高まり、自主的な防犯活動の促進をはじめ、警察による取締りや関係行政機関、防犯団体の取組などにより市内の刑法犯認知件数は12,535件と、目標を達成することができました。
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　続いて、（２）「過去1年以内に暴力を受けた女性被害者の割合を減らす」については、配偶者暴力相談支援センターや暴力被害相談センターなどにおいて、相談員がドメスティック・バイオレンスをはじめ暴力を受けた女性からの相談を受け、必要な支援を行い、また、事業所・各種団体の研修会への専門の講師や人権啓発指導員の派遣、人権啓発標語の募集、市政出前講座の開催、ＤＶ防止リーフレット・カードの配布などを通じて、市民への意識啓発に取り組み、その結果、過去1年以内に暴力を受けた女性被害者の割合は3.4％と、目標を達成することができました。

続いて、（３）「ＤＶの相談窓口を知っている人の割合を増やす」と「ＤＶの被害を受けた後、公的機関に相談した人の割合を増やす」については、広島市配偶者暴力相談支援センターでの被害者への支援をはじめ、ＮＰＯ法人に委託したＤＶ専門電話相談、ＤＶ防止啓発リーフレット・携帯用カードの作成・配布、ＤＶ防止に関する研修会、市内のＤＶ対策関係機関による連絡会議の開催、民間シェルターへの支援などを行いました。

こうした取組により、ＤＶの相談窓口を知っている人の割合は51.8％となり、目標を達成することができましたが、ＤＶの被害を受けた後、公的機関に相談した人の割合は15.6％にとどまり、目標を達成することはできませんでした。

ＤＶは、外部からその発見が困難な家庭内において行われるため、潜在化しやすく、さらに周囲が気付かないうちに被害が深刻化しやすく、被害者本人から公的機関に相談がなければＤＶ被害防止や被害者支援に繋がりにくいことから、今後も相談に結びつけるよう市民の正しい理解と相談窓口の周知に努めてまいります。

18ページに移ります。

基本目標の９番目、「生涯を通じた健康支援」については、４つの指標を掲げております。

なお、この４つの指標はいずれも最終目標数値は平成24年度としておりますが、これは、指標の基になっております広島市健康づくり計画「元気じゃけんひろしま21」が現在、第2次計画の策定に向けて作業中でございます。第2次計画が策定され次第、最終目標数値や年度を修正いたします。

まず、（１）「子宮がん検診受診率を上げる」と「乳がん検診の受診率を上げる」については、働く女性に配慮した地域に出向いての集団検診、広島市健康づくりセンターでの休日検診、子育て中の母親のための託児付きの集団検診など、受診しやすい環境づくりを進めるとともに、受診案内の個別通知やカープやサンフレッチェの試合でのピンクリボンキャンペーン、広報紙への掲載、区保健センターでの呼びかけなど普及啓発を行い、さらに、がん検診推進事業として子宮がん検診は20歳から40 歳までの、乳がん検診は40歳から60歳までの5歳きざみの女性に対し無料クーポン券を送付し、受診率の向上に努めました。

この結果、子宮がん検診受診率は33.1％、乳がん検診受診率は30.5％と改善したものの、目標を達成することはできませんでした。

受診されない理由としては、がん検診に対する不安や受診の認識が薄いことも原因と考えられ、また、子宮がん・乳がんともに、早期に発見し、治療すれば、ほとんど治すことができることから、今後も、受診率の向上に向けて、幅広い世代に対し、がん検診の重要性についての意識啓発などに取り組んでまいります。

続いて、（２）「健康状態が良好と感じている市民の割合を増やす」については、市民一人一人が自覚を持ち、健康づくりを実践できるよう、元気じゃけんひろしま２１推進会議を設置し、「栄養・食生活」「身体活動・運動」「休養・こころの健康づくり」「たばこ」などの９つの領域について、普及啓発や環境整備などに取り組みました。

この結果、健康状態が良好と感じている市民の割合は82.3％と改善したものの、目標を達成することはできませんでした。

そのため、今年度次期健康づくり計画を策定する中で、関係機関や関係団体と協力し、より一層市民主体の健康づくりを支援する環境整備のあり方や普及啓発の方法について検討し、強化を図ってまいります。

続いて、（３）「成人男女それぞれの喫煙率を下げる」については、保健センターの禁煙教室やCOPD(慢性閉塞性肺疾患)の教室などで、喫煙や受動喫煙による健康被害の周知を図るとともに、禁煙治療を行う医療機関の紹介などを行い、また、妊婦や乳幼児の保護者、未成年者への取組として、母子健康手帳交付時に喫煙する妊産婦への禁煙指導を行うとともに、保育園や幼稚園で園児や保護者を対象に、紙芝居による早期喫煙防止教育を実施し、さらに、大学・専修学校等と連携して、大学生を対象とした喫煙防止教育を行いました。

喫煙対策としては、公共的な施設での受動喫煙防止対策を促進するため「広島市受動喫煙防止対策ガイドライン」を作成し、市内の飲食店や宿泊施設等に配布しました。

しかしながら、成人女性の喫煙率は7.1％、成人男性の喫煙率は26.9%と改善はしたものの、目標を達成することはできませんでした。

喫煙は、がんや循環器疾患、脳卒中、歯周病等の疾病の原因と関連があることから、健康教室や相談会を実施し、より一層の普及啓発を進めるとともに、若い世代に対する喫煙防止の働きかけを拡大し、喫煙率の低下に取り組んでまいります。

　基本目標の10番目、「平和の発信と国際理解・国際協力の推進」については、指標は設けておりませんが、公民館などでの国際理解講座や「姉妹・友好都市の日」記念イベントなどを行うとともに、広島市女性団体連絡会議が「ヒロシマ平和の灯のつどい」を開催し、男女共同参画の視点から世界平和の願いを発信しました。
資料１、資料２の説明は以上でございます。

【篠原会長】
ご苦労様でした。審議に入る前に一言お願いがあります。本日の審議会は90分が予定されていますが、今もう45分経過しています。この審議会は報告のための審議会ではなくて、まさに質問、意見を交換するという審議会です。これまでの議事録を見ていただいても、各委員それぞれの現場からの声を発していただいています。どうぞそういう時間を十分取るようにご配慮いただきたい。事前にいただいた進行表でも20分で御説明をいただくということでした。鈴木課長補佐にお願いなのですけれども、次回から事前に資料を各委員に配布していただきたい。各委員もすべてにご意見があるというよりもご自身に関心があるとか、あるいはご自身の仕事については、詳しい意見があろうかと思いますので、そういう意味でたとえ短い時間でも結構ですので、事前に委員のほうに渡るようにしてほしい。そうすれば福島課長も半分の内容で報告が済むのではないかなと思いますので、よろしくご配慮いただければと思います。
それではたくさんの委員の方からのお話をいただきたいと思いますので、ご質問あるいはご意見、せっかく各課長がいらっしゃいますので、そういう意味では皆さんそれぞれ突っ込んだご質問いただいてもご回答いただけるのではないかと思います。

皆さんからのお話を聞く前に、最初の審議会委員の数と行政委員会の女性委員の割合の部分なのですが、この第2次広島市男女共同参画基本計画を策定するに当たって、女性委員がゼロの審議会や行政委員会はもう存在しないということを前提にすることにしました。第1次基本計画でゼロを目標としながら、それを達成できていなかったのですが、1年間の猶予の中で女性のいない審議会、あるいは女性のいない行政委員会はあるのでしょうか。あるとすれば、どういう委員会なのでしょうか。
【男女共同参画課長】
審議会につきましては、今年度4月1日時点ではゼロになりました。

【篠原会長】

そうですか。よかったです。

【男女共同参画課長】

ただ、年度途中におきまして女性委員がいない審議会が１つ発生しています。担当課とも色々と相談して、担当課も努力していただいたんですが、どうしても医学的な分野中心の審議会ということでやむを得ず女性委員のいない審議会が１つ、現在はございます。
行政委員会については、現在、女性委員のいない委員会はございません。全て必ず1名以上はおります。

【篠原会長】

第２次基本計画は、女性委員のいない審議会、行政委員会はないということからスタートしましたので、その女性委員のいない審議会についても、引き続きご指導いただきたい。
それでは他の委員の方々どうぞ。

【佐藤委員】
まず、審議会のところなんですが、専門知識がないから、分野にかかわるから、見つからないというのは、僕からしたらちょっと納得いかないという面があります。尻に火がついたつもりで探していただきたい。たとえば担当の課長さんがこれを見つけられなかったら、給料が減ってしまうという覚悟でやっていただきたい。教授だといなくても准教授や講師、若手とかそういうところまで広げて、見つけようと思ったら絶対に見つかると思います。最近はお医者さんは女性も多いですし、研究者も多いので、若手であっても先端的な研究をされている方はいると思います。どういう審議会か名前はわかりませんけれども、かなり広い分野でおられますのでそこは工夫していただきたいと思います。
それから2点目が、男性の子育ての部分なんですが、１つの効果的なものとして僕が考えているのは、子供に対する家庭科教育です。そこできっちりと男の子に対して家の手伝いをさせるとか、そういうことを徹底する。そうすると学校から帰ってきた息子にお父さんが怒られると。「お父さんが手伝いなさい。」と息子に怒られるとかそういう効果が結構あるような気がします。だからその子供も何年かたったら大人になっていってジワジワと上がっていくと思います。両方の効果があると思うんでその辺の家庭科教育というのは大事かなというのが感想として思いました。
それから男性の育児休業なんですが、広島県内だと三次市パパママ休暇ということで、男性職員も最低限１か月の休暇を取る制度があります。僕も昔、県庁にいたときに三次市に住んでおりまして、ここの市長さんは個性が強く、職員の方は苦労された面もあるようですが、良かったなと思いましたのは男性職員の休暇を必ず義務付けるという制度を作ったことです。山間部で封建的な風土もある所で、できているわけですから、都会の広島市でやれないことはないんじゃないかと思います。無理やりやらないと取らないじゃないかと思います。広島市の職員が３．７％で民間が４．６％ということで、民間の方が上で非常に情けないと思います。まず広島市は三次市に倣ったような制度、三次市からその辺の仕組みとかを聞いていただいてやったらいいんじゃないかなと僕は思います。
それから介護のところですが、介護の質の向上というのは、非常に良いと思いますが、一方で質をせっかく高めてもそういう資格を取った人が辞めていってしまうんですね。特に男性の方で給料が低いということで辞めていってしまうと。これは広島市だけでどうにかなるという話ではありませんけれども、引き続き処遇の改善といいますか、こちらのほうも国のほうに働きかけていただけたらなと思います。僕も昔、介護保険の事業所の指導をさせていただきまして、給料も見せていただきました。公務員が仕事していないとは言いませんけれども、現場で汗を流して一生懸命やっている方とわれわれの給料でこっちが高くて申し訳ないなと非常に思いました。この辺の差は是正していかないと外国の福祉国家では考えられないことなので、同一価値労働、同一賃金という原則が貫かれていますから。広島市だけでできる話じゃないけれども、この辺は質を高めると同時に処遇の改善の方も努力というか要望をしていっていただきたいです。現場を監督している広島市さん、今年から介護保険の権限も県から移管されていますけれど、そういうところで現場の声を国のほうに伝えていただけたらなと思います。
【給与課長】

１１ページに書いてありますように、市の男性職員の育児休暇の取得率は、平成２３年度につきましては３．７％となっております。過去から見ますと右肩上がりになっているという実態はございますが、先ほど言われましたとおり不十分な点はあろうかと思います。それでここに書いてありますように、子供の生まれた男性職員と、所属長に対してＥメールをこちらからピンポイントで送って、是非いろんな制度があるので検討してくださいという取組を行ったり、特に所属長、課長の意識が非常に重要なので新任課長に対していろんな制度があることを説明しております。その取組の結果、ある程度数字が伸びてきたと考えております。それから育児休業だけでなくて、妻が出産する場合にも出産補助休暇なり、男性職員にも育児参加のための休暇、こういう有給休暇の制度もあります。これの取得率は結構高いところであり、こういう制度も周知しながら、男性の育児休業の取得率の向上に引き続き努めていきたいと考えております。
【篠原会長】

佐藤委員がご指摘になったのは、１年間という育休というのは、なかなか難しいかもしれないが、これにチャレンジしていくということが大事なのではないかということだと思います。呼び水として、出産にしろ、補助休暇にしろもう少し期間を長くしていったらどうかと思います。ホップ、ステップ、ジャンプのように一週間でホップ、一ヶ月でステップ、一年でジャンプという、おそらくそういう考えではないかと思いますのでご検討をいただきたい。

【男女共同参画課長】
残りの質問に答えさせていただきます。
子どもに対する、男女共同参画を含めた家事参画学習なんですが、教育委員会の方で副読本を各学校に配っておりまして、どのように使われるかは各学校の裁量になってくるわけですが、保健の時間とか社会科の時間、必ず１回はやっています。また人権に関しまして、ポスターとカレンダーと教室に掲げていただいているとか、そういった方面で取組をしてもらっています。
審議会の女性委員については、今年は、下がってしまったのですが、徐々に上げていかせてもらったらと思っています。なかなか一気に上がらないというのを私どもも反省しているところなんですけれども、粘り強く取り組み、各関係課への働きかけ、説得はしています。是非がんばっていきたいと思います。
【篠原会長】

小学校の副読本の活用は各学校に任せてあるということなのですが、以前にもこの審議会で話題にしました。副読本を実際にどれだけ使われているか、実態把握をしてください。渡してそのままではなくて具体的にどういう活用をしているかということをお聞かせいただければと思います。
それから今、介護士の給与を含めた待遇のことについて質問があったと思います。介護保険課長お願いします。
【介護保険課長】

介護保険課長でございます。今、佐藤委員の方からお話がありました介護職員の処遇ということでございますが、平成２１年の１０月から介護職員の処遇改善綱紀というのがあります。実は今年度から新たな介護保険計画ということで介護報酬の改定がございまして、この介護報酬の改定の中には介護職員職務改善加算という形で報酬の中に取り込むという形に制度が変わっております。また併せまして、地域間の人件費の格差を考慮するために国家公務員の地域手当に準じた形での地域手当の見直しというのも行われておりまして、介護従事者の処遇というのは改善されるように制度がなっております。ただ、それで十分なのかということについては、事業者の方とお話しすると男性の職員からそういうお話は聞いております。私どもといたしましても、大都市の介護保険担当の課長会議とかそういった場を通して、厚生労働省に介護従事者の処遇改善措置の継続を図ることと充実を図ることを要望していくことでございます。
【井上委員】

４ページの市民からの男女共同参画標語の募集のチラシが私にも届いたので、それを持って小学校の先生に聞きに行ったんです。そしたら届いているんですけど枚数が少なすぎてどうしていいのかわからないと先生から言われました。実際クラスにもらったのが５枚だと生徒に配れないし先生もどうしていいかわからないし、忙しいと机の中に収めたきりになってしまうんじゃないかと思うんです。それでもっと枚数を増やして生徒一人ひとりに配ることができるようにした方がいいんじゃないんかなと思いました。それと標語だけだと生徒が限られてしまうので、標語以外にも絵手紙とかポスターとか幅広い形にすればもっと多くの生徒が参加できるのではないかなと思いました。
民間企業の男性職員の育児休暇は取得率が高いということなんですけれども、これはやっぱり知人などでは会社が暇だから休暇が取れるとか、取ってほしいとかいうところもあるので、忙しい人が取っているのか、それとも暇な人が取っているのか、どうなのか調べないと実際の状況はわからないのじゃないかなと思いました。
それと１４ページの障害者の自立というのですが、どういう状態を持って障害者が自立をしたと判断されているのか知りたいと思いました。
【男女共同参画課長】

男女共同参画の標語についてですが、人権の標語と一緒に募集、審査しております。小学校配布につきましては、また調べまして次回答えさせていただきます。
民間事業所の育児休業取得率ですが、これそのものは広島県の職場環境実態調査をもとに作成しております。調査の方法の詳細をまた把握しますけれども、そこまで踏み込んだアンケート様式になっていないんです。それについては実際やっております県の方に聞き取りをした上で答えられる部分があれば、答えさせていただきますが、このアンケート用紙の中身から見た限りでは、今の状態ではお答えができない状態です。

【障害福祉課長】
障害福祉課長でございます。１３、１４ページで定められている指標は、施設を退所して地域で生活できるという指標でして、基本は施設を出て地域で生活される方がどれだけいるかでございます。自立した生活というのがございますけれども、これは障害によっていろいろあります。障害者と一言で言いましても視覚の方、聴覚の方、知的障害者、精神障害者いろいろございますけれども、もともと障害があるということで何らかの支援を受けなければならないということでございまして、家族の支援であるとか公のサービスであるとかそういうのを使いながら生活していける人というようなことで考えております。特に地域生活に関連しましては地域生活支援事業というのがございまして、こちらは市によって柔軟に組み換えができるようなものになっております。こちらを障害者のニーズに合わせながら、より適切に快適に暮らしていけるようにやっていくことが必要かと、それによって障害者が生活していけることを支えていけたらということでございます。
【篠原会長】

今、育休取得の件でご質問があって、不況下で操業率が低下しているから、休みを取らす形で補助金をもらうというのが実際あるのですか？　　

取得させられたのかということ、組合にそんな話があがってきていますか。

【橋本委員】

この統計自体は県の統計でして市の統計ではないので、どういう形でその人が取られたかということや、暇になったからはわからないのですが、私自身は県知事がああいう形で頑張っていらっしゃるので、民間も頑張ってこういう形になったんじゃないかなと思っております。

【篠原会長】

ありがとうございます。率先垂範というのは、第２次基本計画を策定するときに決めました。とにかく広島市の職員自ら先駆けとなって率先垂範ということで男女共同参画社会作りを推進していただきたいという風に思っております。よろしくお願いします。武市委員、何かそんなエピソードはないでしょうか。育休が取得しにくいというような組合員からの声とかありませんか。

【武市委員】

現状では、やはり職場の上司の理解度が一番大切かと思います。取りたくても取れないという環境じゃないんだけれども、やはり周りの迷惑、上司の無理解があるということでやはりまだまだ進んでいないのが現状なのかなと思います。組合の方もそこを含めて、先ほど仕事が暇になったから取りやすくなったという形で言われたんですが、それは決してそうではなくて、正しく理解して進めていこうと思っています。現状としては育児より介護休暇を取る方の方が増えてきているのかなと思います。

【男女共同参画課長】

データでは、大企業よりも１０人から５０人位の事業所の方が、群を抜いて男性の育児休暇取得率が高い。ただ業種別には、特に差異は見られません。

【尹委員】

私の生徒さんのご主人がある会社にお勤めなんですけれども、実際には育児休暇を取っていないのに、会社のＰＲのために、会社の指示で取っているように見せかける、というのもあります。そんな例もあるので、割合とかそんな話ではないと思います。実際は、サービス残業と同じく、ちゃんとしてません。
それから、１４ページに広島が暮らしやすいと感じている外国人市民の割合を増やすという指標がありました。戦後６５年以上が経って、在日一世のおじいさん、おばあさんは、７５才とか，８０才になるんですね。彼ら、彼女らにハングル語で対応できるデイケアサービスとか老人ホームは、広島市近辺では２箇所あるんですが、在日一世の方の数からすると、とてつもなく少ない数ですよね、広島には８区ありますから。在日一世の方のためのわかりやすいデイケアサービスとかが広島であればいいなと思います。よろしくお願いします。

【介護保険課長】
今、初めてお話をお伺いしながら、そういう時代に入ってきているんだなと感じました。ただ、それに統括したというかそういう形でのサービスというのは事業所の方でどう選択するかというのがあると思いますので、難しい部分というのもあろうかと思います。機会を捉えながらこういった声もあるということで在日一世の方に分かりやすい形でサービスが行われるように何らか考えてまいりたいと思います。

【篠原会長】

今、在日コリアンの方々のお話が出ていますけれども、日系ブラジル人の方や長期滞在が許可されている外国人労働者及びその家族の方も増えてきています。集住地域というのがあると思います。そこでのデイサービスとかいうようなこともご配慮をいただければと思います。やはりそれぞれの民族の多様性、あるいは国籍、文化の違いの多様性というものを配慮したような形でデイサービスがあってもいいのではないかなと思います。なにも全て演歌だけではなくて韓国の演歌もありますから演歌指導とか歌唱指導をするなど、演目を考えるだけでもいろいろあると思います。
【人権啓発部長】

今、おっしゃっていた在日の高齢の方のデイサービスなんですけど、おっしゃっていたとおりで日本語で生活していらした方でも高齢になってくると日本語を忘れてしまって、口から出るのはハングルという高齢者の方がいらっしゃいます。西区の民間の事業所でデイサービスをやってらっしゃるところがあって、そこは大変良いということで、日本人の方も来られるんですね。在日の方だけという縛りにしてなくて、日本人の方も一緒にしてその場でお互いの文化を楽しみあうというか、韓国の歌を歌ったり、日本の歌を歌ったりして、良いと聞いております。ただし、数は少ないのが現状です。

【尹委員】

そうです、２箇所しかありません。海田町と広島と。

【人権啓発部長】

おっしゃるとおりで、そこは民間の事業所さんの努力に待つしかないところがあるんですが、何らかの形で、そういう取り組みを紹介していきながら広まっていくように努力をしないといけないと思います。
【平谷委員】
先ほどの育休に関してですけれども、私は児童福祉部門が中心ですが、広島市の職員と一緒に仕事をする機会がありまして、そうするとかなり遅くまで仕事をされている上に非常に多忙です。もしそこの中から本当に男性の育休が出ると、周りがみんな倒れちゃうんじゃないんかなと思うぐらいの状況で、多分他部署も同じような状況ではないかと思います。そうすると育休を取ってもらうためには代わりに仕事をしてもらう人の配置が不可欠だと思います。その人も同じ仕事ができるわけではないのでフォローももちろん必要ですけれど、そうすると新しい人を入れるためのお金がいるんですね。ですから、財政のほうも含めて取り組んでいただかないと、行政で育休をしっかり取ってもらうということは難しいと思います。それはなかなか大変なことかもしれませんが、人権啓発部として財政ともしっかり連携していただいて、お金も出るという形でやっていただく必要があるのではないかなと思いますのでよろしくお願いします。
それ以外に、ちょっと教えていただきたいのが、指標となっている数字の分母については、例えば学校数とか校長先生の数とかはだいたい分母になっているんだなとわかるんですが、例えば先ほどの広島が暮らしやすいと感じる外国人市民の割合の分母の９３人っていうのはどこからなのかなと思ったり、それ以外にも分母がどこからきているのかなと思うものがあります。今、それを１つずつお答えいただく時間もありませんのでそれはやめようと思うのですが、見ればわかるものは割愛でいいと思うのですが、どういう抽出をされたのかによって、その指標の信頼性自体も大きく左右されると思いますので、分母がどこにあるのか、何から取って、いつのものなのかということについては毎回載せていただいたほうがよろしいんではなかろうかと思って拝見をしました。
１点だけ質問ということで伺いたいのが、１５ページの在住外国人と共生しようというところです。色んな取組を書かれているんですけれど、特に子供との関わりで、どんな取組をなさっているのか。この取組の中に、子供が来ればいいなというところもあると思います。区民まつりなんかはそうだと思うんですが、意識的に子供たちが外国人と共生するという視点で、広島市の方でどんな取組をなさっているのか伺えたらと思います。
【人権啓発部長】

在住外国人と共生しようという市民の割合を増やすということなんですが、これは結局日本人の子供に対してどういう教育をするかということなんだと思うんです。実際、地域にもよりますが最近は、小学校から中学校に外国人の児童、生徒の方が入っていらっしゃる学校は大変多いです。その中で、一緒に学び遊んでいく中で、獲得していくものが多いというふうに思っております。私どもから啓発をするときには一般的に言う教育の中でも人権教育という部分に入っていこうかと思います。すべての人を一人一人を大事にする。いじめのことも含めてですけれども、外国人か日本人かにかかわらず、一人一人を大事にするという教育を人権教育として進めております。人権啓発部で直接啓発しておりますのは先ほども出ましたけれど標語というのを、人権の標語と男女共同参画の標語を一般に特に学校の生徒さんたちには応募していただくように全学校にお配りしています。チラシを何枚配っているかは今定かではないですが、結構数多くの標語をいただいております。その中から必ず多文化共生にかかわる標語というのも選ぶようにしておりまして、その選んだ標語は私どもが作成している人権カレンダーの中に必ず入れるようにしております。
それと、標語だけではなくて、人権啓発のパンフレットというのを各世帯にお配りできるように作っておりまして、町内会長さんたちを通じてお配りいただいております。そのパンフレットの中に多文化共生は、女性とか障害者、高齢者、子どもといったそのほかの人権課題とあわせて載せておりまして、そのパンフレットと同じ内容をカレンダーの中に使うようにしております。カレンダーは小・中・高の私立も含めたすべての教室に１部ずつ行き渡るようにしておりまして、カレンダーですから１年中クラスの中に掛っているんですけれども、必ず１年間のうちに２か月間は外国人の子供とか、外国人と一緒に暮らすとかについて、カレンダーを見ていただくようになっています。直接的にこういう教育をしていますというようなことではないかもしれませんが、自分が暮らしている教室の中で常にそういう人権に気をつけていただけるような、そういう環境の中で子供が育つようにということでカレンダーの作成と配布をしております。
【尹委員】

昨年の総務省の発表によれば、日本の２０組のうちの１組が、外国人の方と国際結婚をされています。また、生まれる４人に１人は、外国にルーツを持つ日本人の子どもが生まれているんです。片親が、外国人なんですよね。そしてまた、永住とか帰化とかされていくと思うんですけど、これからは在住外国人だけではなくて、外国にルーツを持つ子どものことを考えていかないといけないと思っています。その時に多文化共生をどうしていくかと思うんです。北海道や沖縄から来た人を広島でどう受け入れるかと同じように、今は、外国という意味ではなく、他の県だと思えばいいと思うんです。
【篠原会長】

そうですね、日本国籍で、実際には親が外国人の子どもたちが、非常に多くなっています。
【尹委員】

　これから日本社会を支えていくのは、そういう子ども達だと思います。

【龍山委員】

そのことは現場で非常に感じています。実際にお母さんあるいは、お父さんが、外国人であるという子どもを預かっていますが、子どもたちは普通に子ども同士のお付き合いをしていますので、今からは変わっていくだろうなというのをひしひしと感じています。

【篠原会長】

育休が取りにくいという点について、現場ではどうですか。

【龍山委員】

保育士の方は十分に取っていると思います。

【中村委員】

この計画は23年から32年の、10年間が計画期間ですよね。今年はまだ、1年目ということで、どういう進捗状況かについてはもう少しスパンをみて評価された方がいいかなと思います。ただ、ここに書いてある進捗状況の評価の指標というのが定量的な評価だけに終わっていて、実は今、委員の皆様が色々言われていた中には、定性的な部分も多かったと思います。例えば、多文化の共生をどういう風にすれば、多文化共生をしたことになるのか、障害者の自立とは、どういう状況にもっていけばそれが自立という風に言えるのかですね。数字、パーセントをあげることも必要なことで、定量的な評価も、必要だろうとは思うんですけれども、これから定性的なところ、中身の何をもって評価とするのかというのを、検討に入った方がいいのではないかなと思います。それで、スパンを置いて、２年後、３年後にその両方から見た時にこの施策は、うまい具合にいったかどうかということになると思うんです。
我々のＮＧＯの色々な活動を見ていると、例えばアフリカで、水を飲みたいので井戸を掘るというプロジェクトをやったとします。1,000万円かけて５本の井戸を掘りましたが、どういう風に成果を評価するかといった時に、1,000万円の予算内で５本の井戸を掘ったからといって、これで成果が出たかと言うと、そうではないんです。なぜ水が必要なのか。要は子どもたちがその汚い水を飲んで赤痢になるから、そのためには、きれいな水の湧く井戸が欲しい。女性の人が水汲みに行って、そこでその仕事に時間を取られてしまって、自己開発とか色んなことができない。そこで女性を解放するために井戸が必要なんだという、例えば成果の目標をそういうところに持つと、それを堀った後に、評価するときの指標というのは、女性がじゃあどういう風に自己教育したり、自己開発したり、違う何かをやっているかとか、子どもがチフスにかかって亡くなる率とか罹患率とかが下がったかということを調べれば、それはその５本の井戸を1,000万円で堀った成果があったと。この数字というのは、結果としては出てくるんでしょうけれども、成果としてのアウトカムのところをどういう風に設定されるのかというのを今後の検討課題ではないかと思います。
また多分、進捗状況として数字的には１００％に達するようにもっていかれるんでしょうけれども、プラス定性的なところの成果、アウトカムのところを少し説明していただいたら、またより良いものになるんじゃないかなという風に思います。

【篠原会長】

ぜひ、続けていただきたいと思います。初年度ですので、１０年間かけてという中で、自己点検、自己評価ということが言われています。ぜひ、今のようなご意見を取り上げていただきたいと思います。
この辺でもう時間がきていますので、「第２次広島市男女共同参画基本計画の平成２３年度の推進状況について」は、終わりたいと思います。
最後に、審議会の度毎に、教職員課の課長に、「高校の教頭、校長への女性の登用はまだかまだか」と尋ねておりましたけれども、ようやく教頭が出られたということで、ご苦労さまでした。引き続き、教頭、校長の割合を増やしていくことをお願いします。やはり、県立高校と比べるのが良いのか悪いのかどうかわかりませんが、同じ広島県内にあって市立の高校だけがゼロというのでは、情けないですね、これで一つ壁を越えたかなと思っています。
それでは、次にゆいぽーと、広島市男女共同参画推進センターの利用状況の中間報告をセンター長の信政委員からお願いしたいと思います。
【信政委員】

資料３を見てください。時間がないので簡単に説明させていただきます。

ゆいぽーとが４月１日に開館いたしました。その後の利用状況は、利用者の推移として、４月、５月、６月、７月、８月の数字を出しております。ご覧下さい。利用者が月平均にすると２万人近くになっております。多くの利用者が、いつも、どこかの場所にご来場頂いているということで、ありがたいことと思っております。女性と男性の利用割合ですが、男性比を見ていただくと、前身の女性教育センター（ＷＥプラザ）の時代と比較して、１５％平均だったものが、最近は２５％近くに増えております。だからと言って、女性の利用者の方が困っているかと言うとそうではなく、女性も男性も同等に利用していただき、とても良い環境になってきております。
それから、様々なグループが趣味だけではなく、ボランティア活動の方に変化して、活動の幅が大きく広がっております。また、登録するグループも社会活動を中心とするグループが増えてきております。利用率が増えてきている理由は、改修工事前の貸し出し部屋は９室でした。現在は、１２室あり、以前の５階のホールは一つでしたが、３つに分けて教室で使えることになり、利用者の方に好評でもあり、利用者も増えてきたと思います。
また、登録団体は、着実に増えて、７月末で、１５０団体、８月末では１６２団体までになり、毎月問い合わせが入り増えております。
相談事業は、女性のための電話相談と男性のための電話相談を行っております。宣伝が行き届いて、着実に電話の相談が増えてまいりました。面接相談ですが、記入している数字が実績ですが、まだまだ就労関係と健康関係の宣伝が行き届いておりません。これから広報に力を入れ、この面接相談を市民に活用していただくようにと思っております。
それから、主催事業、自主事業の執行状況ですが、皆さんのお手元にチラシやニュースを配布させてもらっています。「ゆいぽーと通信」は、６・７月、８・９月、１０・１１月と２か月に１回通信で出しております。その通信の中に、一定の報告、予定等を入れておりますので、見ていただければと思います。パンフレットは、日本語版を１万部と英語版も３千部を用意いたしました。ホームページ、メルマガは、月に２回発信です。事業紹介のチラシは、現在６万6,316部を配布しております。「ゆいぽーと通信」は、隔月ですが、2,000部ずつ発行しております。
利用者の自主的な活動として、利用登録団体協議会を６月１６日に発会し、自主的な活動をしていただくと同時に、１６２団体、登録団体全てが協議会の会員ということで、活動を開始しました。

市民の皆さんに「共催、協力」を呼びかけながら、センター事業にも関心をもってもらい、一緒にセンターを作るという形で、市民活動を支援したいと思っております。
調査研究として、「若者世代のキャリアプラン事業」を内閣府男女共同参画局の事業に応募し、平成２４年８月から平成２５年３月までの期間で実施することとなりました。アンケートの回収と聞き取り調査で行います。アンケートが集計できましたら、シンポジウムの開催、報告書の作成というところまでを行う予定となっています。
それから、資料室の利用状況ですが、かなりの方が利用していただいておりますけれども、もっと利用者を増やしたいので、「本読み会、朗読会、紙芝居など」を企画し、利用拡大を図っているところです。
また、男女共同参画推進員の活動の支援として、ゆいぽーとがかかわることになりました。９月１日に推進員の会議を行いました。推進員の皆さんのご意見を聞き、推進員５０名近くのお一人お一人が、一年間を通じて、活動できるように、計画を立て、フォローアップ研修など推進員が中心になって企画、運営が出来るように話し合いをしました。着実に進めている推進員を核にして、全ての推進員さんによって男女共同参画を全市に広めていただけることを期待しております。
ＩＣＴ学習室の利用ですが、全館無線ＬＡＮになっており、好評です。ＩＣＴ学習室もかなり利用していただいている状況です。利用者の延べ数は、２６人ですが、ｅラーニングの方の講習も広島市立大学と提携し合ってやっておりますので、受講者が延べ人数２０３人ということで、若い方から、定年後の方までたくさん利用していただいています。
フリースペースの活用とか、色々部屋利用で、様々なグループや団体の人たちから、持ち込み企画をずいぶん頂いています。一緒にセンターを作ろうという応援が、本当にありがたいと思います。以上で報告を終わります。ありがとうございました。

【篠原会長】

ありがとうございました。引き続き、事業活動を活発にお願いしたいと思います。別紙で、男女共同参画推進員会議の会議録というのがありますので、お帰りになってお目通ししていただければと思います。調査研究という、今までの女性教育センターにはなかった情報発信機能というのがありますので、ぜひこの調査研究、良い成果をあげていただればと思います。私も応援させていただきます。

よろしいでしょうか。１５分ほど延びてしまいましたけれども、事務局の方から何かございますでしょうか。

【男女共同参画課長】

前回の審議会で、井上委員の方からいただいておりましたガイドブック、パンフレットにつきまして男女共同参画関係、当課も含めまして、平成２４年度予算に基づくものを各課照会しましたところ、まだ作ってないところが結構ありましたので、３月に予定している次回の審議会で、会長からご提案のありました副読本を含めて揃えまして、配布・説明などをさせていただきたいと思います。

【人権啓発部長】

本日の審議会ですが、せっかく皆様方にお集まりいただいたのに、発言をしていただけなかった方もいらっしゃるかと思いますので、次回からは時間配分をしっかりと考えて、皆様からなるべくたくさんお聞きできるようにしたいと思っています。その他、本当に多岐にわたるご意見をいただいておりまして、こういう形で色々な分野、介護もありますし、育児もありますし、アウトカム指標といったことのようなものについても視野の広いご意見もいただいて、ありがたいことだと思っております。また、次回は来年の３月になると思うんですけれども、その時は皆さんのご意見を聞けるようにしっかりと時間配分をしますので、また聞かせていただきたいと思います。本日は、色々とありがとうございました。

【篠原会長】

開催時期のことですが、大学関係者はちょうど授業が始まったばかりで、9月の後半から10月の初旬というのは大変忙しいので、9月議会があると思うのですが、9月の15日くらいまでに開催していただけるとありがたい。20日くらいからはもう授業が始っていますので。次年度はご考慮いただければとお願いしたいと思います。今日欠席されている先生方も、出席したかったのではないかと思います。
それでは、本日はお忙しい中、職員の方々も皆さんお集まりいただきまして、本当にありがとうございました。本当に皆さんの忌憚のないご意見をうかがえたということで、次回は、３月だそうなので、また次回お会いしたいと思います。本日は、ご苦労さまでございました。
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